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貯留機能保全区域の考え方

貯留機能保全区域の指定の方針（千歳川流域水害対策計画P.78抜粋）
貯留機能保全区域は、河川沿いの低地や窪地等の雨水等を一時的に貯留し、区域外の浸水拡大を抑制する効用があり、過去
より農地等として保全されてきた土地の貯留機能を将来にわたって可能な限り保全するために指定する。

貯留機能保全区域の指定にあたっては、都市浸水想定の区域や、ハード整備後においても内水等による浸水が想定される「遊
水地域」及び「低地浸水地域」のうち盛土等を行うと家屋被害等増大が想定される農地や未利用地について、水田等の土地利用
形態や住家の立地等の周辺の土地利用の状況等を考慮した上で、当該土地の所有者の同意を得て指定するものとし、流域内全
市町（江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、南幌町、長沼町）において区域指定の検討を行う。

制約を受けます
・盛土や塀の設置等の貯留機能保全区域の機能を阻害する行為に対し事前の届出が義務付けられます。
・都道府県知事等は、届出に対し必要な助言・勧告をすることができます。

特例措置が受けられます！
・盛土等の貯留機能を阻害する行為に対し制約
を課すこと となることから、インセンティブを高め
るための負担軽減措置を実施。

・指定を受けている土地に係る固定資産税及び
都市計画税について、指定後３年間、課税標準
を２／３～５／６の範囲内で市町村の条例で定
める割合とする特例措置が受けられる。

メリット

貯留機能保全区域に
指定されると
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貯留機能保全区域の考え方 ～先行事例紹介～

◆令和6年7月30日に大和川特定都市河川流域内の奈良県川西町と田原本町において、全国で初めて貯留機能保全区
域の指定がなされた 。

◆貯留機能保全区域とは、その土地が元来有している遊水機能(貯留機能)を可能な限り保全していくことを目的としており、
浸水被害※の拡大を抑制する効用があると認められる区域を貯留機能保全区域として都道府県が指定できる制度。

◆貯留機能保全区域の指定にあたっては、土地所有者の同意が必要となる。

川西町唐院地区では、大和川などの水位上昇により、毎年の
ように内水氾濫が発生
令和5年6月豪雨でも内水氾濫が発生し、河川沿いの低地が浸
水。この豪雨では家屋浸水は免れたが、家屋周辺の低地（田
畑）が開発等により盛土された場合、逃げ場を失った内水が周
辺家屋等にまで拡大することが懸念

天理市庵治町(おうじちょう)周辺の住宅地や田原本町西代周
辺の田畑では、寺川の水位により、内水氾濫が発生しやすい
平成29年10月豪雨では大規模な内水氾濫が発生し、78軒の
家屋浸水被害も発生

※浸水被害については、事例にあるような宅地だけでなく、農
地についても被害拡大を確認することで指定することが可
能です。
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貯留機能保全区域の指定に向けて

同 意 書（案）

北海道知事 様

私が所有する以下の土地について,特定都市河川浸水被害対策法第
五十三条第一項の規定による貯留機能保全区域に指定されることに
同意します。

１ ○○市○○地先○－○
２ ○○市○○地先○－○のうち○○m2

令和○年○月○日
氏名 ○○ ○○
住所 ○○市○○番地○

記

□ 当該土地における遊水機能の保全に努めること。

□ 貯留機能保全区域指定後に貯留機能阻害行為（盛土、塀の設置、
止水壁その他地表水の流れを妨げる物件の設置等）を行うとき
は、特定都市河川浸水被害対策法第五十五条第一項に基づき、
北海道知事に届出を行うこと。ただし、以下の行為を除く。
※届出が不要な行為
① 貯留機能保全区域内の土地の維持管理のために行う行為
② 仮設の建築物の建築その他の貯留機能保全区域内の土地

を一時的な利用に供する目的 で行う行為
③ 非常災害のため必要な応急措置として行う行為

□ 土地所有者は、当該土地に関し法律上保護される必要な権原を
有している者に対し、同意ないようについて情報提供すること。

□ 当該区域の土地の所有者が変更される場合であっても引き続き
貯留機能保全区域としての効力を有するため、本制度の趣旨等
が引き継がれるよう現所有者が新所有者に対して同意内容につ
いて情報提供を行うこと。

１．候補地の考え方

２．指定の進め方（案）

千歳川流域地域区分図

低地浸水地域
遊水地域

凡 例

○低地や窪地等の河川の氾濫に伴い浸入
した水や雨水を一時的に貯留する機能が
あり、将来にわたってその機能の保全が
必要と考えられる区域。

○「遊水地域」及び「低地浸水地域」を候補
地として選定。

【遊水地域】

旧川跡地、湿地、荒れ地等の未利用地で、洪水時に
しばしば氾濫して自然遊水を呈する地域。
【低地浸水地域】
計画対象降雨において内水氾濫が発生する区域。

①国（河川管理者）、北海道、市町が連携し、
候補地を抽出。市町が「まちづくりの方向
性」や「地元情勢」等を踏まえ、指定する区
域の選定を行う。

②土地所有者、利害関係者、周辺住民等の理解を深め、指定に係る
事前の合意形成を図る。

・地元説明会の開催
・指定対象となる土地の検討過程や当該区域の指定の意義・効用の共有

③北海道と市町が連携して土地所有者と調整を図ったうえで北海道が
指定を行う。

④４市２町ぞれぞれの地権者の同意が得られた段階で指定を進め、住
民の理解や意識醸成を図りながら区域指定範囲の拡大を目指す。
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貯留機能保全区域の指定に向けて
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指定に向けた課題など 対応方針

・固定資産税等の減額だけでは、民有地に区域指定
することが難しいと考える。

・当該制度を理解いただくため、地権者へ丁寧な説明
（指定の意義や効用の共有）を実施する。

・先行指定事例から、理解に至る過程や説明内容、手
法を参考として合意形成を図る。

・当市の低地浸水地域は、市街化調整区域で開発が
制限されている区域であり、ほとんどが農地である。
よって指定する区域は民地となるが、土地所有者か
ら理解を得るなど課題が多い。今後も市街化調整区
域として開発抑制していきたい。

【貯留機能保全区域指定ロードマップ案】
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流域一体となった取組

取組項目 取組に当たっての課題など 対応方針

まるごとまちごとハザー
ドマップ

・想定浸水深の標示設置等に係る費用が
課題【江別市】
・詳細について調整が必要【千歳市】
・水害以外の土砂災害・地震も含めての取
り組みをしなければならないと考えている
ため、想定される災害のリスク表示の進
捗率は低い【北広島市】

・設置等の費用については、防災・安全交付
金の適用が可能。
・各種協議会等において当該取組の内容を説
明し理解を深めてもらうよう工夫を行う。
・各河川事務所との連携も検討。

流域内リレー方式講習
会

・今後、具体的な内容について、関係者で
連携や情報共有が必要【江別市】

・各種協議会等を通じて講習会・勉強会の内
容を検討し、具体化を行う。
・どのような方法で進めるべきか、アイデアを
募集し実施に向けた調整を図る。
・関係機関で所有している資料を収集し、流域
で使える学習教材を作成。
例）千歳市総合防災訓練に参加し、土砂に
起因する災害が起こるメカニズムや防止
施設の効果等を模型を使って広く周知
【札幌建設管理部】

・気象台では防災講演の他、ワークショップ形
式での啓発も可能。気象防災に係る内容に
ついては、可能な範囲で協力が可能。

洪水経験の無い世代を
対象とした流域全体で
の勉強会

・流域内での活動は範囲が広いので、時
間的な問題や調整などに難がある
【北広島市】

流域を意識した現地体
験や出前講座等による
防災学習

・流域単位ではなく、地域全体により防災
学習を行う方が、より効果的な取組となる
ことが考えられる。
【江別市】
・限られた時間内でシンプルかつ理解し易
いような説明内容にすることが課題
【長沼町】
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まるごとまちごとハザードマップ
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まるごとまちごとハザードマップ

国土交通省水管理・国土保全局HP：https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/marumachi/pdf/marumachi_leaflet.pdf 7


